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抄録
予防を目的とした臨床心理学的支援は，近年のメンタルヘルスに関する問題の

増加に伴い，今後さらに需要が高まると考えられる。しかしながら，心理臨床領
域の「予防」に関する研究において，何をもって予防が実証されたかを示す基準
や根拠は，必ずしも一定ではないという大きな問題が存在する。そこで本研究で
は，予防に関する臨床心理学的実践研究について概観し，それらの研究におい
て，何をもって予防を実証しているのかについて，整理を行った。さらに，これ
を通して，臨床心理学的支援における「予防」の実証方法について検討を行うこ
とを目的とした。その結果，本論文では，①疾患や問題につながる媒介変数をあ
らかじめ明らかにすること，②従属変数と操作変数，介入内容を適切にマッチン
グさせること，③対象をアセスメントしたうえで介入内容の決定を行うことや，
状態像に応じた目標設定を行うこと，以上 3 つの観点が臨床心理学的支援におけ
る「予防」の実証には不可欠であることについて，検討を行った。
キーワード：‌�予防，臨床心理学的支援，認知行動療法

1　はじめに
2015 年 9 月 9 日に公布され，2017 年 9 月 15 日に施行された公認心理師法において，公

認心理師の目的として，「国民の心の健康に寄与すること」が明確に記載されている（衆
議院，2015）。公認心理師の職能団体である一般社団法人公認心理師の会のウェブページ
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には，公認心理師の具体的な主な活動領域として，心理検査，心理療法，デイケアなどと
ならんで，「疾病予防やメンタルヘルス向上のための健康教育やストレスマネジメント」，

「不登校やいじめに悩む児童への学校適応支援や予防のための取り組み」といった，予防
的支援が挙げられている（一般社団法人公認心理師の会，2019）。

予防について Caplan（1964）は，精神疾患の発生の予防と健康増進を図る一次予防，
早期発見と早期治療を行う二次予防，慢性患者の社会復帰と再発予防を目指す三次予防
と，三水準に分けて，その必要性を指摘している。それぞれの水準に応じた代表的な取り
組みとしては，一次予防においては，ストレスに関する知識を身につけ，効果的なストレ
スコーピングの方法を開発あるいは選択したり，リラクセーション法を習得したりするな
どの，ストレスマネジメントとして実施されることが多い。特に 2000 年以降においては，
各地で一次予防を目的とした研修会や，健康活動を推進するコーディネーターの養成，さ
らには 2015 年 12 月から始まったストレスチェック制度などが，健康日本 21 の施策に基
づいて行われてきた。二次予防においては，2008 年 4 月から始まった，生活習慣病や精
神疾患の早期発見，早期対応をねらいとした，特定健康診査・特定保健指導（いわゆるメ
タボ検診）が，代表的な取り組みとして挙げられる。三次予防については，治療の過程に
おける保険指導やリハビリテーションの提供によって心身の機能の回復を図り，社会復帰
のための支援や，再発予防のための取り組みが行われてきた。近年では，うつ病を発症し
たことに伴って休職した患者を対象とした，復職支援や再発予防を目的としたカウンセリ
ングが実施されている。このような予防的支援の利点として，治療にかかる費用と時間を
鑑みると，治療よりもコストの面ではるかに有益であることが指摘されている（Scileppi, 

Teed, & Torres, 2000）。近年の本邦では，精神疾患による医療機関を受診した患者数が大幅
に増加しており（厚生労働省，2017），さらに自殺者数においてはうつ病患者が最も高い
割合を占めている（厚生労働省社会・援護局総務課自殺対策推進室・警察庁生活安全局生
活安全企画課，2018）。このようなメンタルヘルスに関する問題の増加に伴い，予防に関
する支援や取り組みは，今後さらに注目を集めると考えられる。

しかしながら，心理臨床領域の「予防」に関する研究において，何をもって予防が実証
されたかを示す基準や根拠は，必ずしも一定ではないという大きな問題が存在する。そこ
で本研究では，予防に関する臨床心理学的実践研究について概観し，それらの研究におい
て，何をもって予防を実証しているのかについて，整理を行う。これを通して，臨床心理
学的支援における「予防」の実証方法について検討を行うことを目的とする。

2　予防を目的とした臨床心理学的支援の発展
近年の予防的実践の動向を明らかにすることを目的として，CiNii を用いて “ 心理 ” お

よび “ 予防 ” と，“ 医療 ” および “ 予防 ” のキーワードを用いて検索を行った。その結果，
2000 年以降に “ 心理 ” および “ 予防 ” のキーワードで該当した論文は，合計 2,007 件で
あった（図 1）。
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このことから，心理臨床領域において，予防に焦点を当てた研究知見が蓄積されている
ことがわかる。“ 心理 ” および “ 予防 ” の検索条件によるヒット数の推移からは，大きな
変動こそ見られないものの，ゆっくりと増加しながら予防に関する知見が蓄積されてきた
経緯がうかがえる。同様の条件で検索を行った “ 医療 ” および “ 予防 ” のキーワードによ
る検索結果と比べると，まだ心理臨床領域における予防の実践は少ないのが実態である
が，今後，公認心理師制度の施行に伴い，予防的支援の需要も高まると同時に，さらなる
研究の増加が予想される。

また，“ 心理 ” および “ 予防 ” で検索した結果として抽出された論文についてみていく
と，成人を対象とした予防的支援においては，うつ（小林・森田，2017），PTSD（山本，
2019），虐待（佐田久・貝城，2008），発達障害を抱えた成人の二次障害（小林，2013），
認知症（野瀬・納戸・中村，2007）などに焦点を当てた取り組みがある。一方，児童生徒
を対象とした予防的支援においては，抑うつ（八谷・中西・石川，2017），PTSD（小関・
大谷・小関・伊藤，2014），いじめ（安藤，2016），不登校（三浦，2006），自殺（原田・
畑中・川野・勝又・川島・荘島・白神・川本，2019）などに焦点を当てた取り組みが挙げ
られる。このように，予防的支援の適用範囲は広がりつつあり，そのなかでも特に，認知
行動療法（Cognitive behavioral therapy: CBT）をベースとした支援の動きが広がっている。

認知行動療法とは，日常生活で生じている認知と行動，および自分を取り巻く環境との
相互作用について，対象者に理解を促し，そのうえで対象者自身が行動や認知の多様性に
気づいたり，効果的な対処方略を選択あるいは獲得したりするための一連の手続きである

（鈴木・神村，2005）。主に，うつ病や不安症の投薬以外の治療方針として，近年の日本に
おいても選択されるようになった（厚生労働省，2010；厚生労働省，2016）。認知行動療
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法の特徴として，従属変数によって評価される症状や問題の改善，行動の変容などについ
て，これらの変化をもたらす機能をもつとされる操作変数を明らかにし，介入のターゲッ
トとすることが重要と考えられている（坂野，1995）。その理由として，介入の前後を比
較して確認された従属変数の変化は，介入手続きが機能したことで得られた結果なのか，
時期による変容なのか，同定できないためである。こうした操作変数の設定という手続き
を踏むことで，認知行動療法は，心理的介入の有効性や評価方法の精度の向上に貢献して
きた。操作変数は，従属変数に影響を及ぼす媒介要因について明らかにしたうえで，介入
のターゲットとなりうる要因を設定する。媒介要因に注目して，介入プロセスを理解する
ことは，予防を目的とする心理的介入の精度の向上につながると考えられる（Stice, Shaw, 

Bohon, Marti, & Rohde , 2009）。
これまでの認知行動療法における予防的介入研究を概観すると，教育・学校現場におい

ては，学級や学年単位などの，主に集団を対象とした取り組みが行われてきた（石川・
戸ヶ崎・佐藤・佐藤，2010；亀山・及川・坂本，2016；小関・小関・中村，2016 など）。
また，産業領域では，たとえばうつ病による休職者を対象に，復職支援を目的とした集団
認知行動療法が行われているが，そのプログラムの中には復職後の再休職予防を目的とし
たセッションが含まれている（伊藤・金子・巣山…鈴木，2012；田上・伊藤・清水・大
野・白石・嶋田・鈴木，2012 など）。さらに，司法・矯正領域においては，認知行動療法
をベースとした性犯罪加害者の特別改善指導の際に用いる，再犯罪防止指導プログラムが
作成され，適用されている（法務省矯正局・保護局，2009）。このような予防を目的とし
た集団認知行動療法のメリットとして，複数の介入手続きを数回のプログラムで網羅的に
実施するため，アセスメントの時間が十分に確保できない場合や，どのアプローチが有効
であると期待されるかといった視点にこだわらなくても，どの要素に対しても有効となり

行動的アプローチ

認知的アプローチ

リラクセーション法
などのその他の技法

数回のプログラムで網羅的に実施

図 2　従来の予防を目的とした認知行動療法をベースとした介入プログラムの例
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うる包括的な特徴をもつことが挙げられる（小関，2017）。したがって，多くの対象にい
ずれかの，あるいは複数のアプローチによって効果が得られると期待できる（図 2）。

その一方で，たとえば石川ら（2010）のように，特定の対象にとっては不必要な，ある
いは十分に介入の効果が期待できないような介入手続きが含まれる可能性があることや，
網羅的なプログラムを構築しようとすればするほど，介入セッションが増え，実施するた
めの時間が多く必要になるというデメリットが生じる可能性もある。認知行動療法では，
どのような「結果」が得られたかということだけではなく，どのような手続きが操作変数
の機能的変容を引き起こし，その操作変数の変容が日常生活に影響を及ぼしたことで効果
が得られたと判断することが多い。したがって，多くの対象に認められることが，「エビ
デンス」の実証条件の 1 つとなっている。

集団認知行動療法の手続きは，メリットとデメリットを考慮しつつ発展的に実施され，
予防に関する実践や研究領域の発展に貢献してきた。しかしながら，本邦における予防的
介入研究において，何をもって予防を達成したと評価するのか，明確な基準は設けられて
おらず，どのように有効性を評価するかは，それぞれの研究ごとに設定されているといっ
た経緯がある。

3　予防を目的とした心理的支援の有効性
密接に関連した領域であり，先進的な取り組みが行われている医療領域における予防研

究について参照しつつ，予防を目的とした心理的支援の有効性について検討を行う。
日本人の死因第一位であるがん予防を例にとると，がん予防に関する本邦の施策は主に

10 年ごとに改訂が行われている。この改訂はその期間の死亡率や罹患率などのデータに
基づいて実施されている。たとえば， 2015 年に「がん対策加速化プラン」が策定された
が，この策定に至った経緯として，2007 年度からの 10 年間の目標であった「がんの年齢
調整死亡率（75 歳未満）の 20％減少」について， 2015 年「がん対策推進基本計画中間評
価報告書」の中で示されたデータに基づき，達成が難しいと予測されたという経緯がある

（厚生労働省，2015）。また，日本人のためのがん予防法（国立がん研究センター，2015）
では，ある要因とがんの関連の強さを明らかにするために，1980 年から 1990 年に開始し
た 10 件のコホート研究を対象にプール解析を行い，がんリスクに関する知見を提供して
いる。これによって，がんが発症する要因はさまざまであるが，予防できるものも多いこ
とが判明し，喫煙，飲酒，食物・栄養，身体活動，体格，感染，化学物質，生殖要因，ホ
ルモンなどが，発症の要因となっていることが科学的に明らかとなった。このように，10
年などのある程度の期間をかけて，客観的データを蓄積することで，実証された根拠に基
づいた予防に関する知見の提供が可能となっている。

その一方で，心理臨床領域における予防研究については，数ヶ月から約 1 年程度といっ
た期間の中で測定が行われ，予防的介入の効果について検討されることがほとんどである

（小関・大谷・小関・伊藤，2014；小関・小関・中村，2016；倉掛・山崎，2006 など）。
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また，介入前後にかけての従属変数の変化量のみを用いて，有効性について検討されるこ
とも少なくない。（たとえば石川ら，2010；及川・坂本，2007 など）。この場合の問題と
して，結果的に従属変数の変化がみられたとしても，それが介入によって得られた効果な
のか，時期などの他の要因の影響による結果なのか，疑問が残る。そこで，短い期間で予
防の効果について評価するための工夫として，媒介要因が変化することで将来的なリスク
の改善に期待されるという考えに基づき，特性的な操作変数の変化を用いて介入の有効性
について検討を行った研究もある。たとえば，伊藤・小関・小関・大谷（2015）では，外
傷後ストレス反応に対する憎悪要因である否定的認知の低減と，防御・保護要因であるレ
ジリエンスの向上をねらいとした介入を実施し，それぞれの介入前後の変化量を用いて介
入の有効性の検討を行った。この場合，否定的認知やレジリエンスという変数は状態的な
変化を示す指標ではなく，日常生活では容易に変容することが少ない特性的な変数として
位置づけられている。このような特性的な変数が介入によって機能的に変容されたことが
示されれば，長期的な効果の維持が期待できると考えられている。

このように，医療領域では 10 年などのある程度の期間をかけて，客観的データを蓄積
することによって予防の効果を示している一方で，心理臨床領域では従属変数や操作変数
の位置づけが曖昧なまま，比較的短い期間の中でそれらの変数の変化を用いて予防の効果
を検討している。したがって，同じ「予防」という言葉を用いていても，医療領域と心理
臨床領域で異なる状態像を示すという問題が生じている。このような予防の位置づけの違
いは，メタ分析やランダム化比較試験（RCT）を実施する上での単純比較の妨げや，実践
自体の質の低さにつながる可能性のある課題である。今後，心理臨床領域においても，医
療領域で行われているような 10 年単位での予防研究も求められる可能性がある。ただし，
その場合は学会単位や国の省庁レベルの介入プロジェクト，あるいは複数の研究者によっ
て構成されたプロジェクトチームによる研究となり，個々の研究者が取り組むことのでき
るものとは一線を画すといえる。

4　予防を目的とした臨床心理学的支援の課題と発展
比較的短い研究期間のなかで操作変数の機能的変容に注目し，有効性を検討すること

は，疾患や問題を予測するような要因に対して早い段階でのアプローチが可能となるた
め，重要な知見を提供することが可能となると考えられる。臨床心理学的支援における

「予防」について実証する際のポイントとして，以下のような観点が挙げられる。 

1 つ目のポイントは，疾患や問題につながる媒介要因を，あらかじめ調査研究などに
よって明らかにすることである。先述したように，介入前後の従属変数の変化のみを用い
た検討では，実際に介入によって得られた効果かどうか実証性に欠けるといった問題があ
る。この問題に対して，従属変数に対する媒介要因を操作変数として設定し，変化が確認
されれば，実証性と再現性の向上につながると考えられる。また，操作変数を設定するう
えで重要な視点として，状態的な変化の影響を受けやすい要因（例：ストレッサー）では
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なく，特性的な評価を出せる要因（例：自動思考）を，操作変数として設定することが重
要である。たとえば，抑うつを従属変数とした場合，ベックの抑うつ理論（Beck, 1976）
に基づけば自動思考，ティーズデールの理論（Teasdale, 1983）に基づけばスキーマが，操
作変数となりうる特性的な要因として考えられる。

2 つ目のポイントは，従属変数と操作変数，介入内容を適切にマッチングさせることで
ある。米国医学研究所は，精神疾患の予防的介入において，発症に関連するリスクファク
ターの特定や，リスクファクター同士の関連の検討，リスクを軽減させるための予防法の
開発の必要性を指摘している（Mrazek & Haggerty, 1994）。この指摘を踏まえると，介入目
標となる症状や問題について，リスクファクターを特定し，それらをターゲットとした介
入を行うべきであると考えられる。たとえば，抑うつの低減を介入目標とした場合に，回
避行動がリスクファクターとして想定される対象に対しては，行動活性化療法の有効性が
期待できる。設定した従属変数と操作変数，介入内容のマッチングが適切であったか確認
するための手続きとしては，従属変数と操作変数の変化量から算出された効果量を参考に
することが挙げられる。実際に，伊藤ら（2015）の実践では，効果量を用いて，介入内容
の妥当性について示唆している。さらに，松原・佐藤・石川・高橋・佐藤（2015）は，す
でに有効性が確認された抑うつ低減のための介入プログラムについて，どの構成要素が抑
うつ低減に作用しているのか，そのメカニズムについて検討を行った。このような手続き
は，従属変数と操作変数，介入内容の整合性を高め，有効性と再現性の向上につながると
推測される。

そして，3 つ目のポイントは，対象についてのアセスメントである。アセスメントを行
う上で重要な視点について整理する。第一に，予防的なアプローチを提供することが適切
な対象かどうかという視点である。予防を目的とした介入の場合，まだ問題に直面してい
ない，あるいは自分が支援を受ける必要性を感じていない対象が含まれることが想定され
る。このような状態像は，さまざまなストレス場面に対する経験が少ない児童生徒にも多
く見られると考えられる。小関（2017）は，児童生徒を対象とした集団認知行動療法を実
施する際に，特に予防を含む介入において，今後起こり得る問題を想定し，その問題に対
して実際に対処できるかといったエフィカシーを保持しているかについて，アセスメント
することが重要と述べている。そのための具体的手続きとして，介入で用いる場面設定
は，対象者の日常生活をイメージしやすいテーマを設定することや，すでに対象者がもっ
ている対処方略に気づかせるようなワークの導入などが重視されている。第二に，集団介
入の場合に，同一の集団内に状態像の異なる対象がいることを想定した視点である。個人
を対象とした介入と同様に，集団に対してもアセスメントを行うことで，それぞれの状態
像に応じた支援内容と，従属変数と操作変数の設定を検討することが可能となる（図 3）。
最後に，アセスメントを踏まえ，状態像に応じて有効性についての評価の基準を分けるこ
とである。たとえば，抑うつを従属変数とし，その集団に対して一斉に介入を実施する場
合，介入前の時点で抑うつが高い水準であった抑うつ高群は抑うつの低減を目標として設
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定することが妥当である場合が多い。その一方で，抑うつ低群については低い水準の抑う
つの維持と，操作変数の機能的変容を目標とすることで，有効性の検討を行うことが考え
られる。実際に，同一集団を対象として同じ内容の介入を行う場合にも，それぞれの目標
を設定して介入することで，多くの対象に有効性を担保する試みも行われている（土屋・
大谷・伊藤・小関，2018）。このように，異なる状態像をアセスメントしたうえで介入内
容の決定を行うことや，同一の集団に同じ介入を実施したとしても，状態像に応じて目標
設定を行うことが，有効性やその評価の精度の向上につながると考えられる。

最後に，本研究では，予防に関する臨床心理学的実践研究について概観し，それらの研
究において，何をもって予防を実証しているのかについて整理を行った。この手続きを通
して，臨床心理学的支援における「予防」の実証方法について検討を行った。公認心理師
制度の施行に伴い，心理職のさらなる専門性の向上が喫緊の課題とされるなかで，予防に
関する臨床心理学的支援の精度の向上が期待される。本研究を契機としつつ，実証性と再
現性が確保された実践を積み重ね，予防を目的とした介入で担保されるべき要素が共有さ
れることで，予防に関する臨床心理学的支援の発展を期待する。
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